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(57)【要約】
【課題】表示画面と最表面との間に段差を有し、当該段
差が認識されにくく、かつ、明るい表示を実現し得る液
晶表示装置を提供すること。
【解決手段】本発明の液晶表示装置は、液晶セルと；該
液晶セルの背面側に配置された第１の偏光子と；該液晶
セルの視認側に配置された、該液晶セルの表示領域に対
応した位置に透過部を有するカバーシートと；該カバー
シートの視認側に該透過部を覆うように配置された第２
の偏光子と、を備える。該第１の偏光子の吸収軸方向と
該第２の偏光子の吸収軸方向とは実質的に直交している
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶セルと、
　該液晶セルの背面側に配置された第１の偏光子と、
　該液晶セルの視認側に配置された、該液晶セルの表示領域に対応した位置に透過部を有
するカバーシートと、
　該カバーシートの視認側に該透過部を覆うように配置された第２の偏光子と、を備え、
　該第１の偏光子の吸収軸方向と該第２の偏光子の吸収軸方向とが実質的に直交している
、
　液晶表示装置。
【請求項２】
　前記カバーシートと前記第２の偏光子との間に、Ｒｅ（５５０）が１００ｎｍ～１８０
ｎｍである第１の光学補償層をさらに備え、かつ、該カバーシートと前記液晶セルとの間
に、Ｒｅ（５５０）が１００ｎｍ～１８０ｎｍである第２の光学補償層をさらに備える、
請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記第１の光学補償層の遅相軸方向と前記第２の偏光子の吸収軸とのなす角度が３５°
～５５°または１２５°～１４５°であり、かつ、該第１の光学補償層の遅相軸方向と前
記第２の光学補償層の遅相軸方向とが実質的に直交している、請求項２に記載の液晶表示
装置。
【請求項４】
　前記第１の光学補償層および前記第２の光学補償層が、Ｒｅ（４５０）＜Ｒｅ（５５０
）の関係を満たす、請求項２または３に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記カバーシートの前記透過部が開口部であり、該開口部が粘着剤で充填されている、
請求項１から４のいずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記粘着剤の屈折率が１．３０～１．７０である、請求項５に記載の液晶表示装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、テレビ、スマートフォン、パソコンモニター、デジタルカメラをはじ
めとした幅広い用途に使用されており、その用途はさらに広がりを見せている。その結果
、液晶表示装置の用途によっては、液晶表示装置が各種構造物に埋め込まれた形態が採用
されている。そのような用途の具体例としては、鉄道車両における運行情報画面（例えば
、客車両の次駅案内表示）、自動車のインストルメントパネルやコンソールに配設された
各種計器やナビゲーションシステム等の表示部、飛行機のコックピットの各種計器、なら
びに、病院、警備室または戦闘指揮所等に配設されるモニターが挙げられる。このような
形態においては、液晶表示装置の保護および／またはデザイン上の要請から、液晶表示装
置の表示領域に対応した透過部を有するカバーシートが、必要に応じて液晶表示装置の視
認側に配置され得る。このような形態においては、液晶表示装置を埋め込んだ部分の最表
面（例えば、筐体、壁、モニターデスク、あるいは必要に応じて配置されたカバーシート
の最表面）と表示画面との間に段差が生じており、用途および／または状況によっては当
該段差が視認性に影響を与える場合がある。当該段差を認識しにくくするために、視認側
に減光フィルタを配置する技術が提案されている（特許文献１）。しかし、この技術では
、段差は認識しにくくなるものの、表示画面自体が暗くなってしまうという問題がある。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第５８７７４３３号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は上記従来の課題を解決するためになされたものであり、その目的とするところ
は、表示画面と最表面との間に段差を有し、当該段差が認識されにくく、かつ、明るい表
示を実現し得る液晶表示装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の液晶表示装置は、液晶セルと；該液晶セルの背面側に配置された第１の偏光子
と；該液晶セルの視認側に配置された、該液晶セルの表示領域に対応した位置に透過部を
有するカバーシートと；該カバーシートの視認側に該透過部を覆うように配置された第２
の偏光子と、を備える。該第１の偏光子の吸収軸方向と該第２の偏光子の吸収軸方向とは
実質的に直交している。
　１つの実施形態においては、上記液晶表示装置は、上記カバーシートと上記第２の偏光
子との間に、Ｒｅ（５５０）が１００ｎｍ～１８０ｎｍである第１の光学補償層をさらに
備え、かつ、該カバーシートと上記液晶セルとの間に、Ｒｅ（５５０）が１００ｎｍ～１
８０ｎｍである第２の光学補償層をさらに備える。
　１つの実施形態においては、上記第１の光学補償層の遅相軸方向と上記第２の偏光子の
吸収軸とのなす角度は３５°～５５°または１２５°～１４５°であり、かつ、該第１の
光学補償層の遅相軸方向と上記第２の光学補償層の遅相軸方向とが実質的に直交している
。
　１つの実施形態においては、上記第１の光学補償層および上記第２の光学補償層は、Ｒ
ｅ（４５０）＜Ｒｅ（５５０）の関係を満たす。
　１つの実施形態においては、上記カバーシートの上記透過部は開口部であり、該開口部
は粘着剤で充填されている。
　１つの実施形態においては、上記粘着剤の屈折率は１．３０～１．７０である。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、表示画面と最表面との間に段差を有する液晶表示装置において、視認
側の偏光子を段差よりも視認側に配置することにより、表示画面の明るさを維持しつつ、
段差を認識しにくくして視認性を改善することができる。１つの実施形態においては、い
わゆるλ／４板を段差の両側にさらに配置することにより、段差の認識しにくさをさらに
顕著に改善することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明の１つの実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図２】本発明の別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図３】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図４】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図５】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図６】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図７】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図８】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図９】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【図１０】本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
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【０００８】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態について説明するが、本発明はこれらの実施形
態には限定されない。
【０００９】
（用語および記号の定義）
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである。
（１）屈折率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）
　「ｎｘ」は面内の屈折率が最大になる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、
「ｎｙ」は面内で遅相軸と直交する方向（すなわち、進相軸方向）の屈折率であり、「ｎ
ｚ」は厚み方向の屈折率である。
（２）面内位相差（Ｒｅ）
　「Ｒｅ（λ）」は、２３℃における波長λｎｍの光で測定した面内位相差である。Ｒｅ
（λ）は、層（フィルム）の厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、式：Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×
ｄによって求められる。例えば、「Ｒｅ（５５０）」は、２３℃における波長５５０ｎｍ
の光で測定した面内位相差である。
（３）厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）
　「Ｒｔｈ（λ）」は、２３℃における波長λｎｍの光で測定した厚み方向の位相差であ
る。Ｒｔｈ（λ）は、層（フィルム）の厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、式：Ｒｔｈ＝（ｎ
ｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。例えば、「Ｒｔｈ（５５０）」は、２３℃における
波長５５０ｎｍの光で測定した厚み方向の位相差である。
（４）Ｎｚ係数
　Ｎｚ係数は、Ｎｚ＝Ｒｔｈ／Ｒｅによって求められる。
（５）実質的に直交または平行
　「実質的に直交」および「略直交」という表現は、２つの方向のなす角度が９０°±１
０°である場合を包含し、好ましくは９０°±７°であり、さらに好ましくは９０°±５
°である。「実質的に平行」および「略平行」という表現は、２つの方向のなす角度が０
°±１０°である場合を包含し、好ましくは０°±７°であり、さらに好ましくは０°±
５°である。さらに、本明細書において単に「直交」または「平行」というときは、実質
的に直交または実質的に平行な状態を含み得るものとする。
【００１０】
Ａ．液晶表示装置の全体構成
　図１は、本発明の１つの実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。液晶表示装
置１００は、液晶セル１０と、液晶セル１０の背面側に配置された第１の偏光子２０と、
液晶セル１０の視認側に配置されたカバーシート４０と、カバーシート４０の視認側に配
置された第２の偏光子６０と、を備える。カバーシート４０は、液晶セル１０の表示領域
に対応した位置に透過部４２を有する。透過部は、物理的透過部（例えば、開口部）およ
び光学的透過部（例えば、透明部）を包含する。図示例では開口部が示されている。第２
の偏光子６０は、カバーシート４０の透過部４２を覆うように配置されている。本発明の
実施形態によれば、カバーシートの透過部を覆うようにして第２の偏光子を最表面側に配
置することにより、装置最表面と表示画面との間の段差を認識しにくくし、結果として、
液晶表示装置の視認性を改善することができる。より詳細には、偏光子に特有の透過率に
起因して段差を認識しにくくすることができ、かつ、偏光子は所定方向の偏光光を効率よ
く透過し得るので、光を全体的に減少させる減光フィルタに比べて表示画面の明るさを維
持することができる。さらに、カバーシートの透過部が開口部である場合には、当該開口
部を覆うことにより最表面を平坦とすることにより段差を認識しにくくすることができる
。以下、「段差を認識しにくくする」ことを、「視覚的段差を減少させる」と称する場合
がある。
【００１１】
　本発明の実施形態による液晶表示装置においては、第１の偏光子２０の吸収軸方向と第
２の偏光子６０の吸収軸方向とは、実質的に直交または平行であり、代表的には実質的に
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直交している。
【００１２】
　本発明の実施形態による液晶表示装置は、いわゆるＯモードであってもよく、いわゆる
Ｅモードであってもよい。「Ｏモードの液晶表示装置」とは、液晶セルの光源側に配置さ
れた偏光子の吸収軸方向と、液晶セルの初期配向方向とが実質的に平行であるものをいう
。「Ｅモードの液晶表示装置」とは、液晶セルの光源側に配置された偏光子の吸収軸方向
と、液晶セルの初期配向方向とが実質的に直交するものをいう。「液晶セルの初期配向方
向」とは、電界が存在しない状態で、液晶層に含まれる液晶分子が配向した結果生じる液
晶層の面内屈折率が最大となる方向（すなわち、遅相軸方向）をいう。
【００１３】
　図２は、本発明の別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。液晶表示装置
１０１は、カバーシート４０と第２の偏光子６０との間に第１の光学補償層５０をさらに
備え、かつ、カバーシート４０と液晶セル１０との間に第２の光学補償層７０をさらに備
える。第１の光学補償層５０および第２の光学補償層７０は、それぞれ、Ｒｅ（５５０）
が代表的には１００ｎｍ～１８０ｎｍであり、好ましくは１１０ｎｍ～１７０ｎｍであり
、より好ましくは１２０ｎｍ～１６０ｎｍである。第１の光学補償層５０の遅相軸方向と
第２の偏光子６０の吸収軸方向とのなす角度は代表的には３５°～５５°であり、好まし
くは３８°～５２°であり、より好ましくは４２°～４８°であり、さらに好ましくは約
４５°である。あるいは、当該角度は代表的には１２５°～１４５°であり、好ましくは
１２８°～１４２°であり、より好ましくは１３２°～１３８°であり、さらに好ましく
は約１３５°である。角度がこのような範囲であれば、第１の光学補償層と第２の偏光子
との組み合わせにより、優れた円偏光機能および反射防止機能を実現することができる。
その結果、実用上許容可能な表示画面の明るさを維持しつつ、視覚的段差を顕著に減少さ
せることができる。すなわち、例えば減光フィルタを用いて透過率を低下させることによ
り視覚的段差を減少させる場合に比べて、透過率を低下させることなく視覚的段差を減少
させることができる。第１の光学補償層が設けられる場合、第１の光学補償層および第２
の偏光子は、それぞれ別個の部材として液晶表示装置に導入されてもよく、第１の光学補
償層と第２の偏光子との積層体（すなわち、円偏光板）として液晶表示装置に導入されて
もよい。第１の光学補償層５０の遅相軸方向と第２の光学補償層７０の遅相軸方向とは、
好ましくは、実質的に直交している。例えば、第２の偏光子６０の吸収軸方向が０°であ
り、第１の偏光子２０の吸収軸方向が９０°であり、第１の光学補償層５０の遅相軸方向
が４５°である場合には、第２の光学補償層７０の遅相軸方向は－４５°に設定され得る
。第１の光学補償層と第２の光学補償層とを組み合わせて設けることにより、液晶表示装
置の黒表示が可能となる。
【００１４】
　図２の実施形態においては、第１の光学補償層および第２の光学補償層の構成材料、光
学特性および厚み等は、同一であってもよく、異なっていてもよい。１つの実施形態にお
いては、第１の光学補償層および第２の光学補償層はそれぞれ、Ｒｅ（４５０）＜Ｒｅ（
５５０）の関係を満たす。光学補償層がこのような関係を満たすことにより、優れた反射
防止機能が実現され、その結果、視覚的段差を減少させることができる。
【００１５】
　図３は、本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。液晶表
示装置１０２は、粘着剤がカバーシート４０の開口部を充填している。粘着剤は、開口部
のみを充填してもよく、カバーシート４０と第２の偏光子６０との間に設けられた粘着剤
層８０の一部であってもよい。このような構成であれば、開口部により形成される空気層
が排除されるので、層界面における反射および／または屈折が抑制され得る。結果として
、表示画面の明るさをさらに改善し、視覚的段差をさらに顕著に減少させることができる
。なお、カバーシートが光学的透過部（透明部）を有する場合には、当該透明部が粘着剤
で構成され得る。粘着剤の屈折率は、好ましくは１．３０～１．７０であり、より好まし
くは１．４０～１．６０であり、さらに好ましくは１．４５～１．５５である。粘着剤の
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屈折率をこのような範囲とすることにより、層界面における反射および／または屈折をさ
らに抑制することができ、表示画面の明るさと視覚的段差とのバランスがさらに優れたも
のとなり得る。
【００１６】
　図５は、本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。液晶表
示装置１０４は、カバーシート４０が湾曲しており、第２の偏光子６０がカバーシート４
０に沿って湾曲している。カバーシート４０は、任意の適切な形態で湾曲していてもよい
。具体的には、視認側が凸となるように湾曲していてもよいし、視認側が凹となるように
湾曲していてもよい。また、カバーシート４０の面内のいずれの方向を軸として湾曲して
いてもよい。さらに、図６に示す液晶表示装置１０５のように、液晶セル１０および第１
の偏光子２０がカバーシート４０に沿って湾曲していてもよい。カバーシートが湾曲して
いる本実施形態の液晶表示装置１０４および１０５は、デザインの選択幅が広く、商業的
な価値が大きい。
【００１７】
　図７は、本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。液晶表
示装置１０６は、粘着剤がカバーシート４０の開口部を充填している。粘着剤は、開口部
のみを充填してもよく、カバーシート４０と第２の偏光子６０との間に設けられた粘着剤
層８０の一部であってもよい。さらに、液晶表示装置１０６は、カバーシート４０が湾曲
しており、粘着剤は、カバーシート４０が湾曲していることによって生じるカバーシート
４０と液晶セル１０との間の隙間を充填している。このような構成であれば、カバーシー
ト４０が湾曲していることによる機械的強度の低下を抑制し得る。
【００１８】
　図８は、本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。液晶表
示装置１０７は、液晶セル１０Ａと、液晶セル１０Ａの背面側に配置された第１の偏光子
２０Ａと、液晶セル１０Ｂと、液晶セル１０Ｂの背面側に配置された第１の偏光子２０Ｂ
と、液晶セル１０Ａおよび液晶セル１０Ｂの視認側に配置されたカバーシート４０と、カ
バーシート４０の視認側に配置された第２の偏光子６０と、を備える。液晶表示装置１０
７のカバーシート４０は、液晶セル１０Ａの表示領域に対応した位置に第１の透過部４２
Ａを備え、液晶セル１０Ｂの表示領域に対応した位置に第２の透過部４２Ｂを備える。液
晶表示装置１０７は、各液晶セルに対応する２つの表示画面を有し、カバーシートの２つ
の透過部を覆うようにして第２の偏光子を最表面側に配置することにより、装置最表面と
２つの表示画面との間の段差を認識しにくくし、２つの表示画面における視認性を改善す
ることができる。なお、２つの表示画面および対応する２つの液晶セルを有する液晶表示
装置を例に挙げて説明したが、本発明の液晶表示装置は、３つ以上の表示画面および対応
する液晶セルを有していてもよい。
【００１９】
　図９は、本発明のさらに別の実施形態による液晶表示装置の概略断面図である。本実施
形態の液晶表示装置１０８は、液晶表示装置１０７と同様に２つの表示画面を有する。さ
らに、本実施形態では、カバーシート４０が、透過部４２Ａと透過部４２Ｂとの間の屈曲
部９０で屈曲しており、第２の偏光子６０がカバーシート４０に沿って屈曲している。こ
れにより、液晶表示装置１０８は、２つの表示画面を用いて異なる方向に向けて画像を表
示することができる。なお、本発明の液晶表示装置は、カバーシートが複数の屈曲部を有
し、各屈曲部を挟んで３つ以上の表示画面および対応する液晶セルを有していてもよい。
【００２０】
　本発明の実施形態による液晶表示装置は、例えば、各種構造物に組み込まれて（代表的
には、埋め込まれて）用いられ得る。構造物の具体例としては、建築構造物（例えば、警
備室や戦闘指揮所の壁）、鉄道車両（例えば、ドア上部の壁）、自動車（例えば、インス
トルメントパネル、コンソール）、飛行機（例えば、コックピット）、家電およびＡＶ機
器が挙げられる。
【００２１】
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　本発明の実施形態による液晶表示装置は、実用的には、バックライトユニット（図示せ
ず）をさらに備える。バックライトユニットは、代表的には光源と導光板とを含む。バッ
クライトユニットは、任意の適切なその他の部材（例えば、拡散シート、プリズムシート
）をさらに備え得る。
【００２２】
　本発明の実施形態による液晶表示装置は、任意の適切なその他の部材をさらに備えてい
てもよい。例えば、別の光学補償層（位相差フィルム）がさらに配置されていてもよい。
別の光学補償層の光学特性、数、組み合わせ、配置位置等は、目的および所望の光学特性
等に応じて適切に選択され得る。また例えば、最表面に各種の表面処理層が配置されても
よい。表面処理層の具体例としては、アンチグレア層、反射防止層、ハードコート層が挙
げられる。複数の表面処理層が配置されてもよい。表面処理層の種類、数、組み合わせ等
は、目的に応じて適切に選択され得る。
【００２３】
　上記の実施形態は適宜組み合わせてもよく、上記の実施形態における構成を光学的に等
価な構成で置き換えてもよい。例えば、図４のように、図２の実施形態と図３の実施形態
とを組み合わせてもよい。具体的には、図４の液晶表示装置１０３は、第１の光学補償層
５０および第２の光学補償層７０とカバーシートの開口部を充填する粘着剤とを組み合わ
せて備える。また例えば、図示例のカバーシートの開口部を透明部で置き換えてもよい。
また例えば、図１０のように、図６の実施形態と図８の実施形態とを組み合わせてもよい
。具体的には、図１０の液晶表示装置１０９は、液晶セル１０Ａおよび液晶セル１０Ｂを
備え、各構成が湾曲しており、カバーシート４０が、液晶セル１０Ａの表示領域に対応し
た位置に第１の透過部４２Ａを備え、液晶セル１０Ｂの表示領域に対応した位置に第２の
透過部４２Ｂを備える。
【００２４】
　本明細書に記載されていない事項は、当業界で周知慣用されている液晶表示装置の構成
が採用され得る。
【００２５】
　以下、液晶表示装置を構成する各部材および光学フィルムについて説明する。
【００２６】
Ｂ．液晶セル
　液晶セル１０は、一対の基板１１、１１’と、当該基板間に挟持された表示媒体として
の液晶層１２とを有する。一般的な構成においては、一方の基板に、カラーフィルター及
びブラックマトリクスが設けられており、他方の基板に、液晶の電気光学特性を制御する
スイッチング素子と、このスイッチング素子にゲート信号を与える走査線及びソース信号
を与える信号線と、画素電極及び対向電極とが設けられている。上記基板の間隔（セルギ
ャップ）は、スペーサー等によって制御されている。上記基板の液晶層と接する側には、
例えば、ポリイミドからなる配向膜等を設けることができる。
【００２７】
　１つの実施形態においては、液晶層は、電界が存在しない状態でホメオトロピック配列
に配向させた液晶分子を含む。「ホメオトロピック配列に配向させた液晶分子」とは、配
向処理された基板と液晶分子の相互作用の結果として、上記液晶分子の配向ベクトルが基
板平面に対し、垂直に配向した状態のものをいう。このような液晶層（結果として、液晶
セル）は、代表的には、ｎｚ＞ｎｘ＝ｎｙの３次元屈折率を示す。このような３次元屈折
率を示す液晶層を用いる駆動モードの代表例としては、バーティカル・アライメント（Ｖ
Ａ）モードが挙げられる。ＶＡモードは、マルチドメインＶＡ（ＭＶＡ）モードを包含す
る。
【００２８】
　別の実施形態においては、液晶層は、電界が存在しない状態でホモジニアス配列に配向
させた液晶分子を含む。「ホモジニアス配列に配向させた液晶分子」とは、配向処理され
た基板と液晶分子の相互作用の結果として、上記液晶分子の配向ベクトルが基板平面に対
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し、平行かつ一様に配向した状態のものをいう。このような液晶層（結果として、液晶セ
ル）は、代表的には、ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚの３次元屈折率を示す。このような３次元屈折率
を示す液晶層を用いる駆動モードの代表例としては、インプレーンスイッチング（ＩＰＳ
）モード、フリンジフィールドスイッチング（ＦＦＳ）モード等が挙げられる。なお、上
記のＩＰＳモードは、Ｖ字型電極又はジグザグ電極等を採用した、スーパー・インプレー
ンスイッチング（Ｓ－ＩＰＳ）モードや、アドバンスド・スーパー・インプレーンスイッ
チング（ＡＳ－ＩＰＳ）モードを包含する。また、上記のＦＦＳモードは、Ｖ字型電極又
はジグザグ電極等を採用した、アドバンスド・フリンジフィールドスイッチング（Ａ－Ｆ
ＦＳ）モードや、ウルトラ・フリンジフィールドスイッチング（Ｕ－ＦＦＳ）モードを包
含する。
【００２９】
Ｃ．偏光子
　第１の偏光子および第２の偏光子（以下、まとめて単に偏光子と称する場合がある）と
しては、任意の適切な偏光子が採用され得る。例えば、偏光子を形成する樹脂フィルムは
、単層の樹脂フィルムであってもよく、二層以上の積層体であってもよい。
【００３０】
　単層の樹脂フィルムから構成される偏光子の具体例としては、ポリビニルアルコール（
ＰＶＡ）系フィルム、部分ホルマール化ＰＶＡ系フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合
体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や二色性染料等の二色性物
質による染色処理および延伸処理が施されたもの、ＰＶＡの脱水処理物やポリ塩化ビニル
の脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。好ましくは、光学特性に優れ
ることから、ＰＶＡ系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸して得られた偏光子が用いられ
る。
【００３１】
　上記ヨウ素による染色は、例えば、ＰＶＡ系フィルムをヨウ素水溶液に浸漬することに
より行われる。上記一軸延伸の延伸倍率は、好ましくは３～７倍である。延伸は、染色処
理後に行ってもよいし、染色しながら行ってもよい。また、延伸してから染色してもよい
。必要に応じて、ＰＶＡ系フィルムに、膨潤処理、架橋処理、洗浄処理、乾燥処理等が施
される。例えば、染色の前にＰＶＡ系フィルムを水に浸漬して水洗することで、ＰＶＡ系
フィルム表面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるだけでなく、ＰＶＡ系
フィルムを膨潤させて染色ムラなどを防止することができる。
【００３２】
　偏光子の厚みは、好ましくは１μｍ～８０μｍであり、より好ましくは１０μｍ～５０
μｍであり、さらに好ましくは１５μｍ～４０μｍであり、特に好ましくは２０μｍ～３
０μｍである。偏光子の厚みがこのような範囲であれば、高温高湿下の耐久性が優れたも
のとなり得る。
【００３３】
　偏光子は、好ましくは、波長３８０ｎｍ～７８０ｎｍのいずれかの波長で吸収二色性を
示す。偏光子の単体透過率は、好ましくは４０．０％～４６．０％であり、より好ましく
は４１．０％～４４．０％である。偏光子の偏光度は、好ましくは９７．０％以上であり
、より好ましくは９９．０％以上であり、さらに好ましくは９９．９％以上である。
【００３４】
　第１の偏光子２０および第２の偏光子６０は、それぞれ、少なくとも一方の面に保護層
（図示せず）が設けられてもよい。すなわち、第１の偏光子２０および第２の偏光子６０
は、それぞれ、偏光板として液晶表示装置に組み込まれてもよい。なお、第２の偏光子６
０は、上記のとおり円偏光板として液晶表示装置に組み込まれてもよい。
【００３５】
　保護層は、偏光子の保護層として使用できる任意の適切なフィルムで形成される。当該
フィルムの主成分となる材料の具体例としては、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等の
セルロース系樹脂や、ポリエステル系、ポリビニルアルコール系、ポリカーボネート系、
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ポリアミド系、ポリイミド系、ポリエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリスチレン
系、ポリノルボルネン系、ポリオレフィン系、（メタ）アクリル系、アセテート系等の透
明樹脂等が挙げられる。また、（メタ）アクリル系、ウレタン系、（メタ）アクリルウレ
タン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型樹脂または紫外線硬化型樹脂等も挙げら
れる。この他にも、例えば、シロキサン系ポリマー等のガラス質系ポリマーも挙げられる
。また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマー
フィルムも使用できる。このフィルムの材料としては、例えば、側鎖に置換または非置換
のイミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換または非置換のフェニル基ならびにニト
リル基を有する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物が使用でき、例えば、イソブテンとＮ
－メチルマレイミドからなる交互共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合体とを
有する樹脂組成物が挙げられる。当該ポリマーフィルムは、例えば、上記樹脂組成物の押
出成形物であり得る。
【００３６】
　保護層の厚みは、代表的には５ｍｍ以下であり、好ましくは１ｍｍ以下、より好ましく
は１μｍ～５００μｍ、さらに好ましくは５μｍ～１５０μｍである。なお、表面処理が
施されている場合、保護層の厚みは、表面処理層の厚みを含めた厚みである。
【００３７】
　第１の偏光子２０および／または第２の偏光子６０の液晶セル側に保護層（以下、内側
保護層と称する）が設けられる場合、当該内側保護層は、光学的に等方性であることが好
ましい。「光学的に等方性である」とは、面内位相差Ｒｅ（５５０）が０ｎｍ～１０ｎｍ
であり、厚み方向の位相差Ｒｔｈ（５５０）が－１０ｎｍ～＋１０ｎｍであることをいう
。内側保護層は、光学的に等方性である限り、任意の適切な材料で構成され得る。当該材
料は、例えば、保護層に関して上記した材料から適切に選択され得る。
【００３８】
　内側保護層の厚みは、好ましくは５μｍ～２００μｍ、より好ましくは１０μｍ～１０
０μｍ、さらに好ましくは１５μｍ～９５μｍである。
【００３９】
Ｄ．カバーシート
　カバーシート４０は、代表的には、液晶表示装置が構造物に組み込まれて用いられる場
合、当該液晶表示装置の保護および／またはデザイン上の要請から設けられ得る。したが
って、カバーシート４０は、代表的には、液晶表示装置の表示機能を妨げないよう、液晶
セルの表示領域に対応した透過部４２を有する。透過部は、上記のとおり、物理的透過部
（例えば、開口部）および光学的透過部（例えば、透明部）を包含する。
【００４０】
　カバーシートは、任意の適切な材料で構成され得る。構成材料の代表例としては、樹脂
が挙げられる。カバーシートとして適切な強度を有し、かつ、所望の形状への成形および
開口部の形成が容易だからである。樹脂の具体例としては、ポリアリレート、ポリアミド
、ポリイミド、ポリエステル、ポリアリールエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエ
ステルイミド、ポリビニルアルコール、ポリフマル酸エステル、ポリエーテルサルフォン
、ポリサルフォン、ノルボルネン樹脂、ポリカーボネート樹脂、セルロース樹脂およびポ
リウレタンが挙げられる。これらの樹脂は、単独で用いてもよく組み合わせて用いてもよ
い。
【００４１】
　カバーシートは、１つの実施形態においては、遮光性を有する。遮光性は、カバーシー
トを成形する際に上記樹脂に遮光性材料（例えば、カーボンブラック）を配合することに
より付与され得る。カバーシートが開口部を有する実施形態においては、カバーシートは
、代表的には、開口部以外の全体が遮光性を有する。カバーシートが透明部を有する実施
形態においては、カバーシートは、代表的には、透明部以外の全体が遮光性を有する。こ
の場合、透明部以外の部分に遮光性材料を配合した樹脂を用いればよい。
【００４２】
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　カバーシートの厚みは、好ましくは０．１ｍｍ～５ｍｍであり、より好ましくは０．３
ｍｍ～３ｍｍである。このような厚みであれば、液晶表示装置の保護部材として適切な強
度が実現され得る。本発明によれば、上記のとおり、カバーシートのこのような厚みに起
因して生じ得る物理的段差を解消し、かつ、視覚的段差を顕著に減少させることができる
。
【００４３】
Ｅ．第１の光学補償層
　第１の光学補償層５０は、上記のとおり、面内位相差Ｒｅ（５５０）が１００ｎｍ～１
８０ｎｍであり、好ましくは１１０ｎｍ～１７０ｎｍであり、より好ましくは１２０ｎｍ
～１６０ｎｍである。第１の光学補償層の面内位相差がこのような範囲であれば、第１の
光学補償層の遅相軸方向を第２の偏光子の吸収軸方向に対して上記のように３５°～５５
°（特に、約４５°）または１２５°～１４５°（特に、約１３５°）の角度をなすよう
設定することにより、優れた円偏光機能および反射防止機能を実現することができる。そ
の結果、実用上許容可能な表示画面の明るさを維持しつつ、視覚的段差を顕著に減少させ
ることができる。
【００４４】
　第１の光学補償層は、代表的には、屈折率特性がｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚまたはｎｘ＞ｎｚ＞
ｎｙの関係を示す。第１の光学補償層のＮｚ係数は、好ましくは０．３～２．０であり、
より好ましくは０．５～１．５であり、さらに好ましくは０．５～１．３である。このよ
うな関係を満たすことにより、より優れた反射防止特性を達成し得る。
【００４５】
　第１の光学補償層は、位相差値が測定光の波長に応じて大きくなる逆分散波長特性を示
してもよく、位相差値が測定光の波長に応じて小さくなる正の波長分散特性を示してもよ
く、位相差値が測定光の波長によってもほとんど変化しないフラットな波長分散特性を示
してもよい。第１の光学補償層は、好ましくは逆分散波長特性を示す。このような特性を
示すことにより、いわゆるλ／２板をさらに用いることなく第１の光学補償層と第２の偏
光子との組み合わせのみで所定の波長帯域にわたって反射防止機能を実現し得る。この場
合、第１の光学補償層は、その面内位相差がＲｅ（４５０）＜Ｒｅ（５５０）の関係を満
たす。Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）は、好ましくは０．８以上１未満であり、より好
ましくは０．８以上０．９５以下である。さらに、第１の光学補償層の面内位相差は、好
ましくはＲｅ（５５０）＜Ｒｅ（６５０）の関係を満たす。Ｒｅ（５５０）／Ｒｅ（６５
０）は、好ましくは０．８以上１未満であり、より好ましくは０．８以上０．９５以下で
ある。
【００４６】
　第１の光学補償層は、代表的には、上記特性を実現し得る任意の適切な樹脂で形成され
た位相差フィルムである。この位相差フィルムを形成する樹脂としては、例えば、ポリア
リレート、ポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、ポリアリールエーテルケトン、ポリ
アミドイミド、ポリエステルイミド、ポリビニルアルコール、ポリフマル酸エステル、ポ
リエーテルサルフォン、ポリサルフォン、ノルボルネン樹脂、ポリカーボネート樹脂、セ
ルロース樹脂およびポリウレタンが挙げられる。これらの樹脂は、単独で用いてもよく組
み合わせて用いてもよい。好ましくは、ポリアリレート、ノルボルネン樹脂またはポリカ
ーボネート樹脂である。
【００４７】
　ポリアリレートは、好ましくは下記式（Ｉ）で表される。
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【化１】

　式（Ｉ）において、ＡおよびＢは、それぞれ、置換基を表し、ハロゲン原子、炭素原子
数１～６のアルキル基、置換若しくは無置換のアリール基であり、ＡおよびＢは同一でも
異なっていてもよい。ａおよびｂは、対応するＡおよびＢの置換数を表し、それぞれ、１
～４の整数である。Ｄは、共有結合、ＣＨ２基、Ｃ（ＣＨ３）２基、Ｃ（ＣＺ３）２基（
ここで、Ｚはハロゲン原子である）、ＣＯ基、Ｏ原子、Ｓ原子、ＳＯ２基、Ｓｉ（ＣＨ２

ＣＨ３）２基、Ｎ（ＣＨ３）基である。Ｒ１は、炭素原子数１～１０の直鎖若しくは分岐
のアルキル基、置換若しくは無置換のアリール基である。Ｒ２は、炭素原子数２～１０の
直鎖若しくは分岐のアルキル基、置換若しくは無置換のアリール基である。Ｒ３、Ｒ４、
Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立して、水素原子、炭素原子数１～４の直鎖若しくは分岐
のアルキル基であり、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５およびＲ６は同一でも異なっていてもよい。ｐ１
は、０～３の整数であり、ｐ２は、１～３の整数であり、ｎは、２以上の整数である。
【００４８】
　上記ノルボルネン系樹脂は、ノルボルネン系モノマーを重合単位として重合される樹脂
である。当該ノルボルネン系モノマーとしては、例えば、ノルボルネン、およびそのアル
キルおよび／またはアルキリデン置換体、例えば、５－メチル－２－ノルボルネン、５－
ジメチル－２－ノルボルネン、５－エチル－２－ノルボルネン、５－ブチル－２－ノルボ
ルネン、５－エチリデン－２－ノルボルネン等、これらのハロゲン等の極性基置換体；ジ
シクロペンタジエン、２，３－ジヒドロジシクロペンタジエン等；ジメタノオクタヒドロ
ナフタレン、そのアルキルおよび／またはアルキリデン置換体、およびハロゲン等の極性
基置換体、例えば、６－メチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７
，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－エチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４
，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－エチリデン－１，４：５
，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－
クロロ－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒド
ロナフタレン、６－シアノ－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８
，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－ピリジル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，
４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－メトキシカルボニル－１，
４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン
等；シクロペンタジエンの３～４量体、例えば、４，９：５，８－ジメタノ－３ａ，４，
４ａ，５，８，８ａ，９，９ａ－オクタヒドロ－１Ｈ－ベンゾインデン、４，１１：５，
１０：６，９－トリメタノ－３ａ，４，４ａ，５，５ａ，６，９，９ａ，１０，１０ａ，
１１，１１ａ－ドデカヒドロ－１Ｈ－シクロペンタアントラセン等が挙げられる。上記ノ
ルボルネン系樹脂は、ノルボルネン系モノマーと他のモノマーとの共重合体であってもよ
い。
【００４９】
　上記ポリカーボネート樹脂としては、本発明の効果が得られる限りにおいて、任意の適
切なポリカーボネート樹脂を用いることができる。好ましくは、ポリカーボネート樹脂は
、フルオレン系ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、イソソルビド系ジヒドロキシ
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化合物に由来する構造単位と、脂環式ジオール、脂環式ジメタノール、ジ、トリまたはポ
リエチレングリコール、ならびに、アルキレングリコールまたはスピログリコールからな
る群から選択される少なくとも１つのジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、を含む
。好ましくは、ポリカーボネート樹脂は、フルオレン系ジヒドロキシ化合物に由来する構
造単位と、イソソルビド系ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、脂環式ジメタノー
ルに由来する構造単位ならびに／あるいはジ、トリまたはポリエチレングリコールに由来
する構造単位と、を含み；さらに好ましくは、フルオレン系ジヒドロキシ化合物に由来す
る構造単位と、イソソルビド系ジヒドロキシ化合物に由来する構造単位と、ジ、トリまた
はポリエチレングリコールに由来する構造単位と、を含む。ポリカーボネート樹脂は、必
要に応じてその他のジヒドロキシ化合物に由来する構造単位を含んでいてもよい。なお、
本発明に好適に用いられ得るポリカーボネート樹脂の詳細は、例えば、特開２０１４－１
０２９１号公報、特開２０１４－２６２６６号公報に記載されており、当該記載は本明細
書に参考として援用される。
【００５０】
　前記ポリカーボネート樹脂のガラス転移温度は、１１０℃以上１８０℃以下であること
が好ましく、より好ましくは１２０℃以上１６５℃以下である。ガラス転移温度が過度に
低いと耐熱性が悪くなる傾向にあり、フィルム成形後に寸法変化を起こす可能性があり、
又、得られる液晶表示装置の画像品質を下げる場合がある。ガラス転移温度が過度に高い
と、フィルム成形時の成形安定性が悪くなる場合があり、又フィルムの透明性を損なう場
合がある。なお、ガラス転移温度は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１（１９８７）に準じて求めら
れる。
【００５１】
　前記ポリカーボネート樹脂の分子量は、還元粘度で表すことができる。還元粘度は、溶
媒として塩化メチレンを用い、ポリカーボネート濃度を０．６ｇ／ｄＬに精密に調製し、
温度２０．０℃±０．１℃でウベローデ粘度管を用いて測定される。還元粘度の下限は、
通常０．３０ｄＬ／ｇが好ましく、より好ましは０．３５ｄＬ／ｇ以上である。還元粘度
の上限は、通常１．２０ｄＬ／ｇが好ましく、より好ましくは１．００ｄＬ／ｇ、更に好
ましくは０．８０ｄＬ／ｇである。還元粘度が前記下限値より小さいと成形品の機械的強
度が小さくなるという問題が生じる場合がある。一方、還元粘度が前記上限値より大きい
と、成形する際の流動性が低下し、生産性や成形性が低下するという問題が生じる場合が
ある。
【００５２】
　位相差フィルムは、代表的には、樹脂フィルムを少なくとも一方向に延伸することによ
り作製される。
【００５３】
　上記樹脂フィルムの形成方法としては、任意の適切な方法が採用され得る。例えば、溶
融押出し法（例えば、Ｔダイ成形法）、キャスト塗工法（例えば、流延法）、カレンダー
成形法、熱プレス法、共押出し法、共溶融法、多層押出し、インフレーション成形法等が
挙げられる。好ましくは、Ｔダイ成形法、流延法およびインフレーション成形法が用いら
れる。
【００５４】
　樹脂フィルム（未延伸フィルム）の厚みは、所望の光学特性、後述の延伸条件などに応
じて、任意の適切な値に設定され得る。好ましくは５０μｍ～３００μｍである。
【００５５】
　上記延伸は、任意の適切な延伸方法、延伸条件（例えば、延伸温度、延伸倍率、延伸方
向）が採用され得る。具体的には、自由端延伸、固定端延伸、自由端収縮、固定端収縮な
どの様々な延伸方法を、単独で用いることも、同時もしくは逐次で用いることもできる。
延伸方向に関しても、水平方向、垂直方向、厚さ方向、対角方向等、様々な方向や次元に
行なうことができる。延伸の温度は、樹脂フィルムのガラス転移温度（Ｔｇ）に対し、Ｔ
ｇ－３０℃～Ｔｇ＋６０℃であることが好ましく、より好ましくはＴｇ－１０℃～Ｔｇ＋
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５０℃である。
【００５６】
　上記延伸方法、延伸条件を適宜選択することにより、上記所望の光学特性（例えば、屈
折率特性、面内位相差、Ｎｚ係数）を有する位相差フィルムを得ることができる。
【００５７】
　１つの実施形態においては、位相差フィルムは、長尺状の樹脂フィルムを長手方向に対
して角度θの方向に連続的に斜め延伸することにより作製される。斜め延伸を採用するこ
とにより、フィルムの長手方向に対して角度θの配向角（角度θの方向に遅相軸）を有す
る長尺状の延伸フィルムが得られ、例えば、偏光子との積層に際してロールツーロールが
可能となり、製造工程を簡略化することができる。偏光子の吸収軸は、その製造方法に起
因して長尺状フィルムの長手方向または幅方向に発現するので、上記角度θは、第２の偏
光子の吸収軸と第１の光学補償層の遅相軸とのなす角度であり得る。
【００５８】
　斜め延伸に用いる延伸機としては、例えば、横および／または縦方向に、左右異なる速
度の送り力もしくは引張り力または引き取り力を付加し得るテンター式延伸機が挙げられ
る。テンター式延伸機には、横一軸延伸機、同時二軸延伸機等があるが、長尺状の樹脂フ
ィルムを連続的に斜め延伸し得る限り、任意の適切な延伸機が用いられ得る。
【００５９】
　位相差フィルム（延伸フィルム、すなわち第１の光学補償層）の厚みは、好ましくは２
０μｍ～１００μｍであり、より好ましくは２０μｍ～８０μｍであり、さらに好ましく
は２０μｍ～６５μｍである。このような厚みであれば、上記所望の面内位相差およびＮ
ｚ係数が得られ得る。
【００６０】
Ｆ．第２の光学補償層
　第２の光学補償層の光学特性、構成材料、厚み等は、第１の光学補償層に関して上記Ｅ
項で説明したとおりである。第２の光学補償層は、第１の光学補償層と同一であってもよ
く、異なっていてもよい。
【００６１】
Ｇ．第１の光学補償層および第２の光学補償層の光学的に等価な変形例
　第１の光学補償層は、第１の光学補償層といわゆるλ／２板との積層体であってもよい
。同様に、第２の光学補償層は、第２の光学補償層とλ／２板との積層体であってもよい
。このような構成であれば、広い波長帯域にわたって優れた円偏光機能および反射防止機
能を実現することができる。
【００６２】
　λ／２板は、好ましくは、屈折率特性がｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚの関係を示す。λ／２板の面
内位相差Ｒｅ（５５０）は、好ましくは１９０ｎｍ～３６０ｎｍであり、より好ましくは
２２０ｎｍ～３３０ｎｍである。
【００６３】
　λ／２板の遅相軸と第１の光学補償層の遅相軸または第２の光学補償層の遅相軸との関
係は、λ／２板を通過した後の偏光方向と第１の光学補償層または第２の光学補償層の遅
相軸とのなす角度が適切になるように調整されることが好ましい。例えば、第２の偏光子
の吸収軸に対して、λ／２板の遅相軸が右回り側（０°～＋１８０°）に位置する場合、
第１の光学補償層の遅相軸の軸角度は、λ／２板を通過した後の偏光方向に対して、好ま
しくは＋４０°～＋５０°であり、より好ましくは＋４３°～＋４７°であり、さらに好
ましくは＋４５°である。また例えば、第２の偏光子の吸収軸に対して、λ／２板の遅相
軸が左回り側（－１８０°～０°）に位置する場合、第１の光学補償層の遅相軸の軸角度
は、λ／２板を通過した後の偏光方向に対して、好ましくは－４０°～－５０°であり、
より好ましくは－４３°～－４７°であり、さらに好ましくは－４５°である。第２の光
学補償層および第１の偏光子に関しても、同様の関係が適用され得る。ここで、＋ｘ°と
は、基準となる方向に対して時計回りにｘ°となることを意味し、－ｘ°とは、基準とな
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る方向に対して反時計回りにｘ°となることを意味する。
【００６４】
　λ／２板は、代表的には、第１の光学補償層および第２の光学補償層と同様、樹脂フィ
ルムの延伸フィルムである。
【００６５】
Ｈ．粘着剤
　１つの実施形態においては、上記のとおり、カバーシート４０の透過部は開口部であり
、当該開口部は粘着剤により充填されている。その結果、開口部により形成される空気層
が排除されるので、層界面における反射および／または屈折が抑制され得る。結果として
、表示画面の明るさを維持しつつ、視覚的段差をさらに顕著に減少させることができる。
【００６６】
　粘着剤の屈折率は、上記のとおり、好ましくは１．３０～１．７０であり、より好まし
くは１．４０～１．６０であり、さらに好ましくは１．４５～１．５５である。粘着剤の
屈折率をこのような範囲とすることにより、層界面における反射および／または屈折をさ
らに抑制することができ、表示画面の明るさと視覚的段差とのバランスがさらに優れたも
のとなり得る。
【００６７】
　粘着剤の屈折率と該粘着剤に隣接する層の屈折率との差は、好ましくは０．２０以下で
あり、より好ましくは０～０．１５である。粘着剤の屈折率と隣接する層の屈折率との差
をこのような範囲とすることにより、粘着剤の屈折率を所定の範囲とする場合の上記効果
がさらに促進され得る。
【００６８】
　上記のとおり、粘着剤は、開口部のみを充填してもよく、カバーシート４０と第２の偏
光子６０（または、存在する場合には第１の光学補償層５０）との間に設けられた粘着剤
層８０の一部であってもよい。後者の場合、粘着剤層の厚み（カバーシートの開口部に対
応する部分以外の厚み）は、目的、接着力等に応じて適切に設定され得る。粘着剤層の厚
みは、好ましくは１μｍ～５００μｍであり、より好ましくは１μｍ～２００μｍであり
、さらに好ましくは１μｍ～１００μｍである。
【００６９】
　粘着剤層は、上記のような特性を有する任意の適切な粘着剤で構成され得る。具体例と
しては、アクリル系重合体、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリ
アミド、ポリエーテル、フッ素系ポリマー、ゴム系ポリマーなどをベースポリマーとする
粘着剤が挙げられる。好ましくは、アクリル系重合体をベースポリマーとする粘着剤（ア
クリル系粘着剤）である。優れた光学的透明性、適度な粘着特性（濡れ性と凝集性と接着
性）、ならびに、優れた耐候性および耐熱性に優れるからである。
【実施例】
【００７０】
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって限
定されるものではない。なお、各特性の測定方法は以下の通りである。
【００７１】
（１）物理的段差
　実施例および比較例で得られた液晶表示装置について、視認側表面の凹凸の有無を確認
した。
（２）視覚的段差
　実施例および比較例で得られた液晶表示装置に実際に画像を表示させた状態で、段差を
目視により確認した。以下の基準で評価した。
　　　Ａ：段差は実質的に認識されず、画像の視認に全く問題がない
　　　Ｂ：段差は認識されるが、画像の視認に実質的に影響はない
　　　Ｃ：画像の視認に違和感が生じるような段差が認識される
　　　Ｄ：画像の視認に大きな影響を与えるほど段差が明確に認識される
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（３）表示画面の明るさ
　実施例および比較例で得られた液晶表示装置を全画面白表示としたときの輝度を測定し
た。比較例１の輝度を１００％としたときの輝度比を用いて以下の基準で評価した。
　　　Ａ：輝度比が９０％を超える
　　　Ｂ：輝度比が８０％～９０％
　　　Ｃ：輝度比が７０％～８０％
　　　Ｄ：輝度比が７０％未満
【００７２】
［実施例１］
（ｉ）偏光板
　市販の偏光板（日東電工社製、製品名「ＣＷＱ１４６３ＶＣＵＨＣ」）を２枚用意し、
第１の偏光板（偏光子）および第２の偏光板（偏光子）とした。
【００７３】
（ｉｉ）カバーシート
　市販のメタクリル樹脂シート（日東樹脂工業社製、製品名「フラットＮ－８８５」、厚
み１．０ｍｍ）を用い、後述の液晶セルの表示領域に対応する部分を打ち抜いて開口部と
した。
【００７４】
（ｉｉｉ）液晶セル
　Ｃｅｎｔｕｒｙ社製、製品名「ｐｌｕｓ　ｏｎｅ」（ＩＰＳモード）から液晶パネルを
取出し、さらに液晶セルの上下に貼り付けられていた光学フィルムを取り除き、光学フィ
ルム除去面を洗浄した。このようにして得られた液晶セルを用いた。
【００７５】
（ｉｖ）液晶表示装置の作製
　液晶セルの一方の面に、上記（ｉｉ）のカバーシートおよび上記（ｉ）の偏光板（第２
の偏光子）を、液晶セル側からこの順に貼り合わせた。カバーシートは開口部が液晶セル
の表示領域に対応するよう貼り合わせた。偏光板（第２の偏光子）とカバーシートとは通
常のアクリル系粘着剤により貼り合わせ、開口部を粘着剤で充填はしなかった。さらに、
液晶セルの他方の面に上記（ｉ）の偏光板（第１の偏光子）を貼り合わせた。ここで、第
１の偏光子の吸収軸と第２の偏光子の吸収軸とが直交するようにして、それぞれの光学フ
ィルムを貼り合わせた。さらに、上記（ｉｉｉ）の「ｐｌｕｓ　ｏｎｅ」から取り出した
バックライトユニットを第１の偏光子の外側に組み込み、液晶表示装置を作製した。得ら
れた液晶表示装置を上記（１）～（３）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００７６】
［実施例２］
　第２の偏光子とカバーシートとの間に第１の光学補償層をさらに設け、かつ、カバーシ
ートと液晶セルの間に第２の光学補償層をさらに設けたこと以外は実施例１と同様にして
液晶表示装置を作製した。具体的には、下記のようにして作製した位相差フィルムを２枚
用いて、第１の光学補償層および第２の光学補償層とした。ここで、第１の光学補償層の
遅相軸と第２の偏光子の吸収軸とのなす角度が４５°となるようにして、かつ、第１の光
学補償層の遅相軸と第２の光学補償層の遅相軸とが実質的に直交するように貼り合わせた
。得られた液晶表示装置を実施例１と同様の評価に供した。結果を表１に示す。
（第１の光学補償層および第２の光学補償層の作製）
　特開２０１４－２６２６６号公報の実施例１に準じた方法で位相差フィルムを得た。得
られた位相差フィルムのＲｅ（５５０）は１４７ｎｍであり、Ｎｚ係数は１．０であり、
Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）は０．８９であり、厚みは４０μｍであった。
【００７７】
［実施例３］
　カバーシートの開口部を粘着剤で充填したこと以外は実施例１と同様にして液晶表示装
置を作製した。得られた液晶表示装置を実施例１と同様の評価に供した。結果を表１に示
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す。
【００７８】
［実施例４］
　カバーシートの開口部を粘着剤で充填したこと以外は実施例２と同様にして液晶表示装
置を作製した。得られた液晶表示装置を実施例１と同様の評価に供した。結果を表１に示
す。
【００７９】
［比較例１］
　第２の偏光子をカバーシートと液晶セルとの間に配置したこと、すなわち、カバーシー
トを最外層としたこと以外は実施例１と同様にして液晶表示装置を作製した。得られた液
晶表示装置を実施例１と同様の評価に供した。結果を表１に示す。
【００８０】
［比較例２］
　市販の減光フィルタ（富士フイルム社製、製品名「ニュートラルデンシティフィルター
　ＮＤ－０．５」、透過率３６％）をカバーシートの視認側にさらに設けたこと以外は比
較例１と同様にして液晶表示装置を作製した。得られた液晶表示装置を実施例１と同様の
評価に供した。結果を表１に示す。
【００８１】
［比較例３］
　第３の偏光子をカバーシートの視認側にさらに設けたこと以外は比較例１と同様にして
液晶表示装置を作製した。なお、第３の偏光子（偏光板）として、第１の偏光子（偏光板
）および第２の偏光子（偏光板）と同じ偏光板を用いた。さらに、第３の偏光子は、その
吸収軸が第２の偏光子の吸収軸と実質的に平行となるようにして貼り合わせた。得られた
液晶表示装置を実施例１と同様の評価に供した。結果を表１に示す。
【００８２】
【表１】

【００８３】
　表１から明らかなように、本発明の実施例の液晶表示装置は、物理的段差が解消され、
かつ、視覚的段差と表示画面の明るさとのバランスに優れていた。カバーシートを視認側
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最外層とした比較例１の液晶表示装置は、表示画面は明るいものの、物理的段差は解消さ
れず、かつ、視覚的段差が視認性に影響を与えるほどに劣悪であった。減光フィルタを用
いた比較例２の液晶表示装置は、物理的段差は解消されたものの、表示画面の明るさおよ
び視覚的段差のいずれもが不良であり、特に表示画面の明るさは劣悪であった。カバーシ
ートと液晶セルとの間にさらに偏光子を設けた比較例３の液晶表示装置は、表示画面の明
るさが不良であった。さらに、実施例１と実施例３、および、実施例２と実施例４を比較
すると明らかなように、開口部を粘着剤で充填することにより明るさをさらに改善できる
ことがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　本発明の液晶表示装置は、携帯情報端末（ＰＤＡ），携帯電話，時計，デジタルカメラ
，携帯ゲーム機などの携帯機器、パソコンモニター，ノートパソコン，コピー機などのＯ
Ａ機器、ビデオカメラ，液晶テレビ，電子レンジ、ＡＶ機器などの家庭用電気機器、バッ
クモニター，カーナビゲーションシステム用モニター，カーオーディオなどの車載用機器
、商業店舗用インフォメーション用モニターなどの展示機器、監視用モニターなどの警備
機器、介護用モニター，医療用モニターなどの介護・医療機器などの各種用途に用いるこ
とができる。特に、本発明の液晶表示装置は、構造物に埋め込む形態で好適に用いること
ができる。
【符号の説明】
【００８５】
　１０　　液晶セル
　２０　　第１の偏光子
　４０　　カバーシート
　５０　　第１の光学補償層
　６０　　第２の偏光子
　７０　　第２の光学補償層
　８０　　粘着剤層
１００　　液晶表示装置
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